
No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

１ １１１ 健康福祉部 9 健康的な生活習慣の確立 順調に進んでいる

２ １１２ 健康福祉部 4 母子の健康づくりの推進 順調に進んでいる

３ １１３ 健康福祉部 3 心の健康づくりの推進 順調に進んでいる

４ １２１ 三沢市立三沢病院 2 医療施設の充実 順調に進んでいる

５ １２２ 三沢市立三沢病院 2 医師等の人材確保と医療の質の
向上

おおむね進んでいる

６ １２３ 三沢市立三沢病院 3 医療の連携体制の充実 おおむね進んでいる

三沢市立三沢病院の初診患者に占める紹介患者割合、初診患
者に占める他の医療機関へ紹介した患者の割合が目標値を上
回ることにより、他医療機関との円滑な交流・密な連絡での連携
が可能となってきている。医療、介護を必要とする患者さんの希
望に添う形や病状にあった適切な医療を提供するためには、各
かかりつけ医・介護施設・行政等が綿密に連携することで、通
院・入院・施設ケアー・在宅ケアーがスムーズに移行できるよう
になることから、今後、かかりつけ医と病院、介護施設等が、患
者さんの病状を同じレベルで把握し継続的な医療、介護を提供
できるシステムを構築していくことが必要とされる。

地域における医療機関相互の連携と機能を分担することにより、地域
住民の方々の生活体系に応じた効率的な医療供給体制の確立、ま
た、よりよい医療を提供するために、医療・保健・福祉が連携を強化
し、患者さんの利便性を考慮しながらサービスの充実を図る。

・多重債務による自殺を防止するため、地域で活動している団体
を対象に研修会を開催し、相談機関等の普及啓発を行った。ま
た、婦人がん健診受診者に対し「こころの健康づくり」、「こころの
相談窓口一覧表」の活用について健康教育を実施し、うつ予防
の健康教育を行い、相談窓口等を広く市民に周知した。
・産婦訪問において、「産後うつスクリーニング」を全員に実施し、
ハイリスク産婦については訪問・相談等で実施。
・精神保健福祉相談員による「こころのケア相談」を月2回開設
し、電話相談・個別相談・保健師との同行家庭訪問等を実施。

・「こころのケア相談」の活用を積極的に勧め、電話相談・個別相談・
訪問などの対応を継続する。
・産婦訪問において「産後うつスクリーニング」を全員に実施し、ハイリ
スク産婦については訪問・相談などで継続的に支援をする。
・市民や地域で活動している団体などを対象とした講習会を実施し、
地域における見守りの必要性や相談機関との連携について理解を深
め、自殺予防対策の強化を図る。

地域の中核病院として、質の高い医療サービスの提供が求めら
れており、医療機器の整備・更新を進める必要がある。

質の高い医療サービスを提供するため、今後も引き続き、極力、交付
金を充当しながら、医療機器の整備・更新を進める。

①医師の確保・招聘は、医師の充足率100％になっており目標達
成を達成した。今後とも充足率の維持達成していくことは、経営
の安定化において重要課題である。②各種研修や学会への参
加・発表を通じ高度な医療の知識技術の習得を図ると共に、専
門医、認定医師、認定看護師、認定薬剤師等の資格取得・維持
に努めている。③研究図書の充実を図り研究に寄与している。

①大学医学部他、関係機関に対する派遣要請、②臨床研修医等の受
け入れ③病院ホームページでの医師募集記事掲載④医師の待遇改
善や医師の勤務環境の整備を図る。④各種研修や学会への参加・発
表を通じ高度な医療の知識技術の習得し、専門医、認定医師、認定
看護師、認定薬剤師等の資格取得・維持を図る。⑤研究図書の充実
を図り研究に寄与する。

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

生活習慣病の全てのリスクである喫煙率は、減少傾向にある
が、他の指標は改善されておらず、今後も健康づくりを推進する
ために、食生活改善、運動習慣の定着、各種検診受診による健
康状態の把握・疾病の早期発見等を目的に、関係機関との連携
を図りながら各事業を推進していく。24年度は、65歳以上の各種
がん検診受診料の無料化により、同日実施の特定健診の受診
率向上も見込んでいる。

健診受診により、自分の健康状態の把握や生活習慣の見直しの機会
になっているため、今後も周知方法や受診体制等検討し、健診受診率
の向上をめざていく。又、生活習慣病予防の視点での健康づくりの支
援が必要であり、生活習慣改善の知識の普及を、健康相談、健康教
育はもとより、あらゆる機会を通じ実践していく。さらには、関係機関と
の連携のもと、市民が健康づくりに取り組みやすい実施体制について
検討を重ねつつ実施していく。

母子保健法にもとづいて、妊婦から乳幼児及び思春期のライフ
サイクルに応じて、妊婦委託健康診査・赤ちゃんの全戸訪問・乳
幼児健診・思春期セミナー・相談等の各事業を通して、継続的に
母子の支援を行い、育児不安の軽減と安心して出産・子育てで
きる環境づくりに取り組んでいる。

継続して、関係機関と連携して各事業を実施することで、安心して子
供を生み育てられ、親子が健康で生き生きと暮らせるまちづくりを目指
す。
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７ １３１ 健康福祉部 8 地域福祉の充実 おおむね進んでいる

８ １３２ 健康福祉部 18 児童福祉の充実 順調に進んでいる

９ １３３ 健康福祉部 9 障がい者福祉の充実 順調に進んでいる

１０ １３４ 健康福祉部 23 高齢者福祉の充実 おおむね進んでいる

１１ １３５ 健康福祉部 6 ひとり親家庭への支援の充実 順調に進んでいる

「障害者自立支援法」に基づいた各種サービスは、サービスが必
要な利用者への適切な給付が年々充実してきている。このこと
は、サービスを提供する側も受ける側もその制度の仕組みの理
解促進が図られたことも大きいが、「住民生活に光をそそぐ交付
金」制度を活用し障害者相談員相談員が配置され障害者台帳の
整理・窓口相談・家庭訪問等を行える体制となり、それに伴い受
動的だけではなく能動的に利用者が本来受けるべきサービスが
提供され、必要であったにもかかわらずサービスが受けられな
かった方にも光をそそがれ始めている。

当初「三沢市総合振興計画」に掲げた「生活支援体制の強化」「生活
環境のバリアフリー」「教育支援及び就労支援強化」の３つの柱は、現
況とはずれが生じてきており、「障害者自立支援法」に基づいた各種
サービスを推進していくうちに再考の必要を感じてきた。そこで、「三沢
市総合振興計画」後期計画では、現況のに合致した形に修正すべく３
つの事業の柱を、「障害者医療費の助成」「障害福祉サービスの充
実」「生活環境のバリアフリー化を目指した地域生活支援事業の充
実」とし、平成２４年度は、後期計画がスタートする平成２５年度へ向け
ての新しい事業の方向性にシフトし浸透させる年としたい。そして、本
年度６月施行され平成２５年度からスタートする「障害者総合支援法」
の趣旨である障害者の地域社会における共生とさらに谷間のない
サービスを目指して行きたい。

高齢者が住みなれた地域で、活動的かつ尊厳ある、自分らしい
生活を送れることを目標に、介護保険サービス、介護予防事業、
その他多様な高齢者福祉事業を実施しているが、高齢者人口は
確実に増加してきており、要介護認定者数も増加している。介護
予防、生きがい活動など、地域での取り組みも進んできており、
今後も多くの高齢者が「自らの介護予防等の意識」を高めていく
ことが最も重要である。

一人暮らし高齢者及び要援護者の実態調査及び、相談・支援事業の
強化を図るとともに、介護が必要な状態にならないよう、介護予防の
意識を高め、事業を推進していく。

ひとり親家庭への直接給付事業であり、家計を支えるための有
効な支援となっているが、昨今の厳しい雇用状況もあり、手当等
の給付を頼りに就労意欲もなく生活し、自立には至っていない
ケースも見受けられ、支援体制の見直しが必要となっている。ま
た、事業費についても、計画期間を通じて微増傾向にあったが、
加えて平成22年度12月期から父子家庭に対する児童扶養手当
の給付が開始となったことにより、これまで以上の増額となった。

国、県の事業に基づき給付事業を適切に実施し、安定的な生活の維
持・確保を支援するとともに、対象家庭の自立に向けた活動支援のた
めの事業導入を検討する。

平成23年度は、「思いやり地域で支える福祉の輪」を基本理念と
した三沢市地域福祉計画を策定したほか、地域福祉活動の拠点
となる総合社会福祉センターの運営とともに福祉バスを更新し、
福祉関係団体が快適に活動できるよう整備を行った。また、地域
福祉活動の中核となる三沢市社会福祉協議会に対し、毎年人件
費を補助し多様な事業の実施を支えている。その他に、福祉活
動の担い手となる民生委員に対し活動報償費や補助金を交付
するなど、地域福祉の充実を図り一定の成果を見た。一方、施
策の目指す姿にある「地域福祉活動に幅広い市民が主体的に
参加・・・」という点については、十分に達成したとは言えない現
状である。

地域福祉の充実において、地域福祉計画の策定、拠点施設の整備運
営、活動の中核となる市社協への人件費補助、地域にあって福祉の
担い手となる民生委員の活動への支援など、基盤となる部分につい
ては達成されているが、今後は市民が参加する具体的な地域福祉活
動がより活発化するよう、総合振興計画後期計画や地域福祉計画に
基づいて、市社協や民生委員、事業者と連携し必要な支援や事業を
行っていく。

児童福祉の充実の観点から、様々な施策を計画に沿って実施し
た。保育サービスでは、一時・特定保育、延長保育等の事業で、
順調な事業展開ができています。子育て支援事業では、支援セ
ンターの利用者は順調に増加しているものの、子育て広場やファ
ミリーサポートセンターの利用者が固定化してきており、提供会
員の確保と利用促進を図るため、更なる周知・PR活動が必要と
なっています。家庭児童相談支援・要保護児童対策について
は、県のモデル事業に参加し関係機関の連携強化及び支援体
制の整備が図れています。また、平成23年度では、こども手当等
の直接給付事業費の見直しにより、事業費が大幅減となってい
ますが、児童扶養手当の対象家庭に父子家庭が加えられたこ
と、障害者支援法の改正により障害児支援のサービスの充実が
図られたこと等により、これらの事業費は増加となっています。

現計画に基づく施策の更なる推進と事業内容の充実を図ります。ま
た、今年度は本計画の最終年度に当たるため、目標の達成状況の見
極めと次期計画に反映すべく施策・事務事業の見直すとともに、新た
に制定された子ども・子育て支援法に基づく、子ども・子育て新システ
ムの平成27年度の運用開始に向けて、推進体制の整備、保育・支援
に係るニーズ調査、業務量の確定、計画策定、給付体制の整備等の
準備業務に着手します。
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１２ １４１ 民生部 4 国民健康保険事業の健全な運営 おおむね進んでいる

１３ １４２ 健康福祉部 6 介護保険事業の適正な運営 おおむね進んでいる

１４ ２１１ 民生部 10 自然環境の保全と活用 おおむね進んでいる

１５ ２１２ 民生部 3 自然環境教育の推進 おおむね進んでいる

１６ ２２１ 民生部 11 ごみの減量化・資源化の推進 順調に進んでいる

１７ ２２２ 民生部 10 環境保全活動の推進 おおむね進んでいる

１８ ２２３ 民生部 7 公害防止対策の推進 おおむね進んでいる

公道や公園などで犬のフンによる市民の不快感軽減のため、広
報誌やホームページなどで飼い主のマナー向上の啓発やフンの
持ち帰りチラシの配布及び犬のしつけ教室での指導を行うなど、
公共空間の環境美化に努めている。
また、環境美化支援として三沢地区環境衛生センターから出る
脱水汚泥を堆肥化する業者に業務委託している。
環境保全のため、広報誌やマックテレビ等で節電など電気使用
量の低減を呼びかけ、地球温暖化の主な要因となっているCO2
の排出量の削減に努めている。

今後とも、快適な生活環境を得るため、環境美化活動を実施するとと
もに、環境保全のため地球温暖化防止に向けた取り組みについても
適切な対応を図っていく。

公害のない快適な生活環境の構築を図るため、悪臭監視、公共
用水域汚濁、地下水、水生生物、自動車騒音及び航空機騒音な
どの調査を実施し、環境基準の監視を行い公害発生の抑止に努
めている。
なお、大気汚染監視調査については、県が調査を行い監視して
いる。

今後とも、各分野における調査を継続しながら適正な環境保全に努
め、環境基本計画との整合性を図り、公害防止対策を推進していく。

仏沼の保全活動については、三沢市仏沼保全活用協議会にお
いて、火入れや水管理などの対策について検討・実施している。
また、NPO法人、国土交通省、米軍人及び高校生ボランティア等
で小川原湖仏沼地区水辺公園や仏沼内の清掃活動並びに町内
会や漁協等による海岸清掃を実施しており、景観の保全が図ら
れている。

仏沼の保全活動については、引き続き三沢市仏沼保全活用協議会に
おいて協議・検討をして実施していく。
環境保全（清掃）活動についても、関係者やボランティア等の協力を仰
ぎながら継続して実施していく。

NPO法人おおせっからんどが実施する自然観察会や学校、各種
団体が行う自然学習会において、仏沼及び小川原湖の自然や
生き物たちとのふれあい体験並びに人と自然との共生について
学び、郷土の自然の豊かさや文化への認識を深めている。
仏沼に自然保護監視員（非常勤職員）を配置し、仏沼の環境保
全及び来訪者に対する案内等を行っている。

自然観察会及び自然学習会等に協力をすることにより、仏沼の自然
の豊かさを発信して行く。
引き続き、自然保護監視員を配置し、仏沼の保全に努めとともに、内
外の来訪者に仏沼の自然をPRしてもらう。

三沢市のごみの排出量は、家庭系及び事業系とともに横ばいで
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資
源物の種類によっては、有価となるものもあり、事業者は独自に
回収業者と契約し処理しているところもあることから、市の清掃
センターへの資源物搬入量が減少している。

　ごみの搬出量の抑制は、市民一人ひとりの意識の醸成が必要不可
欠であり、広報紙やマックテレビ等を利用し継続的に啓発活動実施す
る。
　また、リサイクルの推進を図るため、紙類の収集団体への補助を行
うとともに、ごみの分別に関する啓発にも努める。

国保総医療費の削減については、地味ではあるが、特定健診の
受診率を上げる方策を練りながら疾病予防や早期発見に努めて
いるが、インフルエンザなどの流行が大きく作用することから予
断を許さない状況である。また、税収については長引く景気の低
迷に加えて、非正規労働者の増加などの所得水準が低い被保
険者が増えていることから、収納額のアップは非常に困難な状
況である。収納率については、経済の低迷等により高い水準に
は至っていないが、夜間徴収を行ったり、「青森県市町村税滞納
整理機構」等を活用し、毎年わずかではあるが向上している。

特定健診の受診率向上のため、これまで２ヶ所であった個別検診を２
３年度から３ヶ所で実施することにし、北浜地区にも検診車を配車する
など、新たな方策を展開している。このことについては今後も取り組み
を強化していく方針である。また２３年度からはジェネリック薬品の利
用を実施している。税収・税率については、例年実施している収納強
化週間に税務課とタイアップしながら、夜間徴収を継続していきたい。

介護保険制度発足当時の平成１２年度以降被保険者数は右肩
上がりとなっており、今後も増加することが見込まれることから、
安心して介護サービスの利用ができるよう、介護保険事業の適
正な運用を行っていく必要がある。

要介護認定の正確性・公平性を保つため、平成２３年度から直営によ
る認定調査員を増員したところであり、介護サービスや介護認定の適
正化を図りながら介護保険事業を運営する。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

１９ ２３１ 政策財政部 4 各種障害への対応 順調に進んでいる

２０ ２４１ 民生部 3 交通安全対策の推進 おおむね進んでいる

２１ ２４２ 民生部 2 地域防犯対策の推進 おおむね進んでいる

２２ ２４３ 民生部 3 安全安心な消費生活の確保 順調に進んでいる

２３ ２５１ 総務部 9 災害への即応体制の整備 おおむね進んでいる

２４ ２５２ 消防本部 16 消防・救急体制の整備 順調に進んでいる

　全体的には、概ね順調に推移しているが、国民保護計画の推
進、災害時要援護者の支援体制の整備が遅れ気味である。自
主防災組織については、東日本大震災後、地域の防災意識の
高まりを反映して、順調に増えている。

市全体の防災力向上のためには、地域の自主防災力の向上が不可
欠であることから、今後も自主防災組織数の向上を図っていくことと、
既に組織された自主防災組織についても、さらにレベルアップを図っ
ていく。
　また、災害時要援護者の支援体制については、急務であることか
ら、スピード感をもって整備強化にむけて対応する。

１６件の事務事業の内、消防施設・設備の整備については、常備
消防及び消防団も計画的に更新整備が実施され、機動力の向
上が図られています。消防水利の整備も計画的に整備し、消火
活動に万全を期するとともに、平成２０年度に整備した訓練施設
により、消防隊、消防団員の育成・強化が図られている。住宅防
火対策の推進については、地域の消防団及び婦人防火クラブと
連携し、広報活動に努めたことにより、住宅用火災警報器の必
要性が市民に浸透し始め、設置率も確実に向上しています。救
急救命士の育成については、毎年1名の新規養成が図られ、ま
た、資格拡大に伴う薬剤投与追加講習についても例年１名から
平成２３年度は３名となり、順調に進められている。

「消防施設・設備の整備」については、市街地の現状及び消防体制を
見据えながら、活用可能な財源確保に積極に取り組み計画的に更新
整備を図る。消防救急デジタル無線の整備及び消防指令業務共同運
用の整備、大規模災害や特殊災害に対応するための広域的な相互
応援体制については、関係市町村と協議し計画的に整備し、強化・充
実を図ります。「救急体制の促進」については、救急救命士の養成を
継続し、救急救命士の充実を図るとともに、地域医療機関と連携した
救急体制の強化を図るとともに、救急講習会を通じた救急法の習得を
促進し、救命救急に関する市民意識の向上に努める。「住宅防火対策
の推進」、「防火体制の整備」については、広報みさわ等を活用した広
報活動の実施及び消防協力団体等との連携強化に努め、防火思想
の普及並びに住宅用火災警報器の設置促進を図る。

交通事故の防止のため、見通しの悪い道路・交差点に道路反射
鏡や区画線等の整備を行うとともに、幼児・児童・高齢者に対す
る交通安全教室を開催し、交通ルール及びマナーの向上に努め
ている。また、通学路交差点に交通整理委員を配置するなど、児
童・生徒に対する安全対策を講じている。

今後とも、市民の交通安全意識の高揚を図りつつ、道路環境の改善、
交通ルール・マナーの啓発活動、児童生徒の登下校時における安全
確保を図るなど、交通事故防止に向けた適切な対策を推進するととも
に、「交通死亡事故皆無記録の更新を目指す。

青少年の健全な育成を図るため、専任補導員の配置や補導員
に委嘱、更には青少年補導員関係団体への支援を行い、市内
巡回活動による青少年の非行防止対策に努めている。また、防
犯活動については、三沢警察署、関係機関とのれんけいによる
防犯パトロールやパンフレット配布などを実施したほか、まつり
等における特別巡回を開催するなど、市民の防犯意識の高揚と
防犯体制の強化を図っている。地域防犯対策は地域が一体とな
り、継続的に取り組むことが必要である。

地域防犯対策の推進のため、今後も青少年対策事業を継続し、市民
に「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識のこうようを図るとと
もに、青少年の健全育成や防犯パトロール車を活用した防犯体制の
充実を図る。

市民が、安心安全に消費生活を送れるよう、消費者被害防止に
関するパンフレットの配布、広報への記事掲載など情
報提供に努めている。　また、多様化する消費者トラブルに対応
するため職員が研修等に出席し新しい情報や対応策
が提供できるよう努めている。
消費者相談については、トラブルが複雑多様化する中で相談内
容に応じた適切な対応が求められている。

市民が、消費者トラブルに巻き込まれないよう、消費者トラブルに関す
る情報を提供するとともに、相談者に対して適切
なアドバイスができるような体制の強化を図る。

　目指す姿である「住民が基地から派生する各種障害を負担に
感ずることなく暮らしている。」を達成するため、４件の事務事業
を展開し、うち「移転補償」と「三沢対地射爆撃場周辺集団移転
先地公共施設整備事業」については、平成２２年度をもって目的
を達成し事業を完了した。残る二つのうち「防音工事助成事業」
については、国に対し、施工基準の拡大や関係予算の所要額確
保等について要望を重ねた結果、施工基準の拡大について、一
部で当市の主張が認められることとなった。また、「移転跡地の
有効利用」については、国に対し、国有財産法上の規制緩和や
国直轄事業による公園的施設の整備を求めてきた結果、一部で
実現に向かい進捗を見た。このように防衛予算や関係法令の改
正等々、国の動向に大きく左右される部分もあるが、随所に要望
行動の成果が現れていると考える。

　本市が基地対策の基本理念として掲げる「基地との共存共栄」を推
し進めるため、基地がもたらす各種障害を的確に分析しつつ、国に対
し、基地の運用により生ずる障害の防止又は軽減及び住民の民生安
定等のため種々の施策を講ずるよう求めることが必要である。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

２５ ２５３ 総務部 10 防災設備・施設等の充実 おおむね進んでいる

２６ ３１１ 政策財政部 8 国際交流の推進 おおむね進んでいる

２７ ３１２ 政策財政部 7 多文化共生のまちづくり 順調に進んでいる

２８ ３２１ 教育委員会 6 家庭・地域の教育環境の充実 順調に進んでいる

２９ ３２２ 教育委員会 5 学校教育環境の整備 順調に進んでいる

３０ ３２３ 教育委員会事務局 9 児童生徒の学力向上 順調に進んでいる 　平成２３年度は、３．１１の震災の影響で中止となった。
　今後も小学校と中学校との交流・連携をさらに推進し、子どもたちの
学習への適応性を高めることを努めることによって、目標値の実現に
つながっていくものと考える。

国際交流の進展は、多方面からの国際化が必要であることから、今
後は英語圏のみならず、アジア圏も視野に入れた事業を少しずつ取り
入れ、地域の国際化や活性化に寄与する。将来的には、住民が主体
となる市民レベルでの国際交流を数多く行い、その中から国際感覚を
身に付けた人材の輩出を望むものである。引き続き、語学講座やイベ
ント等の運営母体となる国際交流団体の組織強化を含め支援を行
い、国際化に向けた土壌づくりに努める。

事業の必要性・有効性が高い事業が多いが、近年の行財政改
革の動きにより、人・予算が削減され、国際化推進の伸び率は減
少へと向かっている。「心豊かで国際性に富んだ人を育てるま
ち」を標榜するには事業の維持・拡大が望まれるところである。

在住外国人への支援体制は引続き維持するが、現状では英語圏の
みでの対応がほとんどとなっていることから、今後はアジア圏にも目を
向けた支援を整えていく。また、語学に対する自信のなさが全体的に
うかがえることから、まずは語学講座に力点を置き、能力別講座や理
解度が高まると思われる少人数制による講習等、きめ細かな対応が
できるよう、国際交流団体とも調整を図りながら事業を推し進めたい。
将来展望として、語学力を高めることにより市民の国際化意識も高ま
り、ひいては多文化共生の街つくりに寄与するものと思われる。

　家庭や地域の教育力を向上するとともに子どもたちを健やかに
育むため、家庭教育に関する学習機会の提供並びに学校・家
庭・地域の連携強化に取り組んだところ、「目指す姿」に掲げる教
育環境の形成に大きく寄与する結果を得たものと分析する。
　（「各種イベントへの参加者数」には「ジュニアリーダー宿泊研
修」と「三沢市子どもの祭典」の参加者の合計数を計上。）

　事業の内容や規模等については、おおむね現状を維持することと
し、各事業の主旨に鑑み適宜所要の改正を加えることによって、より
充実した内容のものに深化させていく。
　ただし、「学校支援活動推進事業」については、平成２４年度をもって
一旦終了することから、事業効果を継続させるための代替事業の新
設等について検討することとする。

「児童生徒が安心して快適な学校教育を受けている」という目指
す姿に向かって、５件の事務事業を展開している。平成２２年度
には、淋代小学校の統合を実施したほか、学校施設の耐震化に
ついては、平成２４年度にて全て完了する予定である。さらに保
護者と連携し、学校周辺の安全確保を推進ているところである。
学校教育の情報化の推進については、平成２３年度までに全校
の教育用パソコンの整備事業は完了する予定となっている。この
ような施策進捗状況にあるが、学校教育環境の整備にあたって
は様々な問題が発生しているのも事実であり、今後、学校を計画
的に訪問し、相談することが重要である。

現在実施している事業を継続完了し、新たなる学校教育環境に対応
する。

「国際交流の推進」の状況としては、事務事業8事業中、7事業が
B評価を受けている。事務事業評価の妥当性が高いことから、こ
のまま事業を縮小・後退させることなく、目指す姿に向けた事業
の展開を図るべきと考える。
ただし、「高等教育機関設置検討業務」は昨年度の総合評価Aか
らCへと転落し、落ち込みが極端なことから、今後の方針につい
て事業を進めるのか、また廃止とするのか検討の余地がある。

　東日本大震災の教訓から防災拠点施設の耐震化、発電機の
整備、無線による通信手段の整備等のハード面の整備や、ま
た、停電対応に係る関係機関の対応、災害応急復旧に必要な燃
料の確保等を確実に実施できるよう関係機関との協定等のソフ
ト面の整備が進み、市の減災対策の向上が図られた。

市の防災対策、減災対策の向上を図るため、無線機、備蓄品等必要
な資機材の購入を進め、また、協定締結先の各機関との連携等に係
る細目についても実際に災害に対応できるよう訓練等を通じて確認し
ていく。
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る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

３１ ３２４ 教育委員会事務局 8 創造性のある学校教育の推進 順調に進んでいる

３２ ３２５ 教育委員会 4 生涯学習の推進 順調に進んでいる

３３ ３３１ 教育委員会 4 芸術文化活動への支援 順調に進んでいる

３４ ３３２ 教育委員会 2 文化財の保護・保存と活用 順調に進んでいる

３５ ３３３ 教育委員会 1 特色ある文化の継承 順調に進んでいる

３６ ３４１ 教育委員会 8 スポーツ活動参加者の拡充支援 おおむね進んでいる

３７ ３４２ 教育委員会 3 指導者の育成 おおむね進んでいる

　「市民一人ひとりが生活の中に運動習慣を取り入れている」と
いう目指す姿を達成するため、総合型地域スポーツクラブである
「スポーツクラブみさわ」を設立し、いつでも誰でも気軽にスポー
ツを楽しむことができる環境づくりに努めている。
　また、５月から９月までの間、毎週月・水・金の３日間「早朝
ウォーキング教室」を開催し、市民が定期的な運動を身につけら
れるような環境を提供している。

　総合型地域スポーツクラブ「スポーツクラブみさわ」の活動を中心
に、市民が気軽にスポーツを楽しむことができる環境のさらなる充実
を図っていく。

「競技技術の向上と正しい知識の習得を図る」という目指す姿に
向けて、市体育協会の事業の一環として、指導者講習会参加の
助成をするなど、指導者育成に努めている。

　引き続き、市体育協会の指導者育成に対して、出来る限りの支援を
行い、当市の競技スポーツレベルの向上を図っていく。

・市民文化祭・企画展は、文化協会と指定管理者との協力により
多くの市民が来場している。
・文化賞等では４名を表彰（文化功労賞・・・野々宮ミツ子氏、馬
場三男氏、斎藤隆氏　/　文化奨励賞・・・安是一男氏）
・寺山修司記念館（H21年度より指定管理）で開催している春夏
年２回のフェスティバルは寺山ファンだけでなく家族連れなどに
幅広く対応できる市民参加型イベントで利用者からのアンケート
結果でも高い評価を得ている。
・歴史民俗資料館（寺山と一括指定管理）の館内展示替え、ＰＲ
のためチラシ配布、東日本大震災の津波企画展などを開催し活
性化を図っている。

・市民文化祭・企画展については、高齢化社会の進展により芸術・文
化活動を楽しむ高齢者が増加しており、また、市民の趣味の多様化に
応えるため事業継続の必要性は高い。
・文化賞等表彰事業については、文化的分野で功績のあった人物や
団体を公の場で顕彰することは活動の励みとなり、より一層文化活動
の推進を図ることになるため今後とも継続して実施していく。
・寺山修司記念館については、今後とも指定管理者とともに市の文化
水準の向上と発展のため文化活動等を楽しむことができる環境づくり
と発表機会の確保に努める。
・歴史民俗資料館については、寺山との一括指定管理が24年度で終
了し直営となる予定のため管理運営等を行う。

遺跡発掘調査事業では、歴史民俗資料館の展示替え・企画展を
計画しており、市民への埋蔵文化財に対する理解を図ることが
できる。

遺跡発掘調査事業では、歴史民俗資料館の常設展示コーナーの展
示替え、および発掘調査した遺跡ごとの企画展、土器作り等の体験等
を実施し、市民の埋蔵文化財に対する理解を深める。次世代へ継承
されるべき文化財の市指定作業を進めるとともに、保護・保存・継承に
努める。

公演会不参加が１団体あり、それに伴い出演者・入場者ともに減
少したが、一時的なものなので、今後は従来通り参加する。前年
度より不参加団体が１団体減り、出演者・入場者とも増加した。

毎年開催している民俗芸能公演会は、市民に広く鑑賞の機会を提供
し、郷土文化である伝統芸能への理解を深めるとともに、保存・継承を
進めるものであることから、今後も継続して開催する。公演会開催のＰ
Ｒなどに工夫を凝らし、入館者増を図っていく。

　各小・中学校におけるAET、ALTの受け入れ体制及び授業運
営方法の研究が進んできている。また、小学校ではコーディネー
ターを中心にAETの活用においても効率的に進められている。
　児童生徒は、AET及びALTとの１対１の対応に慣れ、英語によ
るコミュニケーション能力が向上している。
　教員研修は、地元講師及び中央講師を招いて効率的に行うこ
とが出来ている。また、研修会の際、参加者同士の情報交換が
なされ、各校での指導法の向上に寄与している。

　各策は継続して行っていく。三沢市小中学校英語教育推進委員会に
て、小中学校の情報交換及び指導計画・評価計画の改善をすすめ、
英語教育の充実を図る予定。

　指導者派遣事業については、市内各地域の高齢者団体を中心
に定着しつつあり、受講者数も一定のレベルを保っている。
　平成２４年度に行う指導者登録の更新に合わせて、更なる利用
者増加のためのPRと登録指導者の追加募集を行う予定。
　また、市民からは価値観の多様化と余暇時間の増加など現代
のライフスタイルや地域の実情に合った学習機会の提供が求め
られており、弘前大学の協力を得て開催した公開講座は、その
内容はもとより費用的な面からも効率の良いものであると分析す
る。

　指導者派遣事業では、熟練の技を持つ地元の人材を発掘し、その
分野を学ぼうとする者に教える住民同士の相互学習を実現するもの
であり、同一地域内で「学びの輪」を完結することができる。
　このような指導者を地域の財産（人財）として把握し、求める者に対
し紹介するこの事業は、地域の生涯学習環境の向上に大きく貢献す
るものであり、今後においても規模拡大を図っていくべきものと考え
る。
　各種講座の開催については、引き続き弘前大学と連携を取りなが
ら、市民ニーズに的確に応える内容の講座に的を絞って開催していく
こととする。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

３８ ４１１ 経済部 3 起業化の支援 あまり進んでいない

３９ ４１２ 経済部 2 産業高度化の支援 おおむね進んでいる

４０ ４１３ 経済部 3 労働環境の改善 おおむね進んでいる

４１ ４１４ 経済部 6 企業の誘致 順調に進んでいる

４２ ４２１ 経済部 7 担い手の育成と確保 順調に進んでいる

４３ ４２２ 経済部 10 販売流通の拡大 順調に進んでいる

企業誘致活動は、当市の施策の中でも重要な施策の一つであ
る。経済環境が厳しい中、企業は国外に目を向けているが、地
価、人件費、アクセス、税制優遇措置、立地奨励金、復興特区制
度など、他の自治体と比較し、優位性のある施策を実施してい
る。その施策をPRするためのパンフレット作成や、ホームページ
の活用、あるいは工業団地の整備は必要かつ重要な施策であ
る。

経済環境の改善や法人税等の見直しなどの、経済・政策の動向を見
極めつつ、国・県の方向性と合致した環境、新エネルギーなどの成長
産業に着目した立地プランを提示するほか、三沢市の特性を活かした
航空機産業の誘致を県とともに進めていく。その上で、機会を失する
ことのないように必要な情報発信や環境整備を進めていく。

当市の農業は、兼業化、高齢化、離農化により、農業者が減少
の傾向にある中、意欲と能力のある農業者を認定農業者に認定
することにより、低利な農業関係制度資金の活用による経営規
模の拡大や農業機械導入費への一部助成を実施したことによ
り、農業生産の向上はもとより、経費負担の軽減や農作業の省
力化につながった。
また、農業後継者が中心となって組織する三沢市農業青年会議
の活動に対する支援などを実施したことにより、担い手の育成に
寄与した。

認定農業者の更なる増加を目指し、農業関係制度資金の融資や農業
機械導入費への一部助成、研修会などを推進することで、認定農業
者の支援を図る。

　平成20年度に事業が完了した長ごぼう冷蔵貯蔵施設や、平成
２４年度に完成した人参洗浄選別施設などの施設整備や、野菜
出荷先の市場調査による消費者ニーズの把握、市民農園の開
設やグリーンツーリズムなどの消費者が農業に触れることにでき
るソフト事業の展開により、農産物出荷額の増加にもつながって
いる。
　食肉処理センターの安定的な運営については、集出荷活動、
養豚生産者への支援の実施等により、処理頭数が年々増加して
いるものの、機械類を中心とした施設の老朽化が激しいため、三
戸食肉センターとの統合を踏まえた更なる合理化を図るため、大
規模改修事業に取組んでいく必要がある。

　現行施設の有効活用をしつつ、農業者のニーズや消費者ニーズを
適切に捉えながら、新たな施設整備や増改築等のハード面や、グリー
ンツーリズム等のソフト面についても強化し、安全安心で良質な農畜
産物の流通体制を確立していく。

地方経済の活性化を図るためには、他産業への参入や異業種
間の連携を図るなどの取り組みが必要である。新産業トライアル
事業については、昨年度、建設業関係会社へアンケートを実施
しており、新産業進出に向けての認識、意欲、課題の抽出を行
い、企業として、ノウハウや資本の問題など、課題が山積してい
ることが判明している。しかしながら、環境エネルギー分野や食
産業における農商工連携などは、国や県の重点政策でもあり、
早急に実施すべき事業となっている。

アンケート結果によると、「特に明確な経営戦略を持っていない」「人材
育成・確保ができていない」と、他業種へ参入する以前の課題が明白
となっている。このことから、まずは講演会の開催等を通じ、異業種参
入への有効性などの啓発や国・県の助成制度の周知などから取り組
む必要がある。また、空き店舗リフォーム補助事業の継続により、中
心市街地への起業を促進する共に、三沢市雇用創造推進協議会と連
携し、創業・企業セミナーを開催するなど、様々な事業展開が必要で
ある。その他、資金面では、企業者向け融資制度についても、県との
連携による新制度の創設を検討する。

誘致企業懇談会を実施することは、誘致企業14社が一堂に会す
る機会を設け、各企業間のビジネスネットワークを図ることによ
り、新規事業展開を期待しつつ、新たな誘致の拡大を目指すうえ
で効果が大きいと感ずる。また、産業の高度化を図る上で、資金
面のサポートが必要であり、近代化資金貸付金は、経営安定化
の側面からも必要な施策である。

企業誘致においては、航空機産業誘致に向け、県とともに進めてい
る。誘致企業懇談会においては、拡大が必要であると思われるが、企
業の負担も考慮しながら進めて行きたい。また、新産業としては新エ
ネルギー政策を柱に、環境エネルギー事業を展開していく。既存の産
業の高度化については、農商工連携を軸とした異業種間のコラボによ
る高度化を目指す。その際、施設整備に要する融資を円滑にするた
めのサポートも継続する必要があり、県と連携し、新たな融資制度を
創設する。

社会経済情勢の変化に伴い、労働環境の変化せざるを得ない
状況の中で、従業員のスキルアップは、企業の安定経営をもた
らし、ひいては労働環境の改善に繋がっていくものと考えられ
る。さらに優良事業者、優良従業員の表彰を行うことにより、魅
力的な職場づくりへの啓蒙、意欲の向上が図られるものでる。一
方、労使間のトラブルが発生した場合において、労働条件等に
かかる問題解決に向け、国、県などの専門機関との連携により
対応していくことが必要であると考える。

労働環境は各企業の取り組みだけでは、改善が難しいものであること
から、他自治体の先行事例を研究し、労基法との経営改革にかかる
問題も含めて、関係機関と共に事業展開をしていきたいと考えてい
る。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

４４ ４２３ 経済部 3 循環型農業の推進 順調に進んでいる

４５ ４２４ 経済部 13 生産基盤の整備 順調に進んでいる

４６ ４２５ 経済部 15 安定した経営の確立 順調に進んでいる

４７ ４３１ 経済部 2 安定した経営の確立 順調に進んでいる

　　「漁業経営の改善が進むとともに、後継者となる担い手が育
成され、さらには新規就労者が当市の水産業を担っている。」と
いう目指す姿に向かって、２件の事務事業を展開している。平成
２３年度には漁業後継者を育成し、漁業技術を向上させるため、
漁業施設の視察や岩手県漁業士会、日本海支部漁業士会との
技術交流会を実施している。更には、漁業者の融資制度の円滑
化のため県漁業信用基金協会へ出資を継続して行っている。漁
船等の燃油価格高騰や、水産資源の減少、国民の魚食離れな
ど現状は依然として厳しい漁業経営であるが、三沢市内では緩
やかではあるが若年の新規就業者が増加している。

　今後も技術交流会の開催や情報交換会を開催するとともに、講習会
など漁業経営を学ぶ場を提供することで意欲と知識をもった漁業士の
育成を図っていく。また、県や漁業士会等関係機関と共同で、魚に対
する理解を深めてもらえるよう、小学生などを対象とした水産教室を開
催していきたい。

　現在、環境問題への関心が高まる中、化学肥料・化学合成農
薬の使用を低減することで環境に配慮し、かつ生産力を維持・増
進するエコファーマーの認定者数の増加に伴い、消費者への安
心・安全な農畜産物を提供することができる。
　家畜排せつ物の処理施設については、経営規模に応じた整備
がほぼ完了しており、良質な堆肥づくりが実践されている。

　堆肥の生産については順調に推移しているものの、市内に還元する
耕作地が少ないため、市外への堆肥の流出が見受けられる。このた
め、遊休農地の有効利用を促進しながら、耕作地の持続可能な土づく
りと有機野菜づくり等のためエコファーマーへの支援を継続していく。
　なお、畜産環境整備については施設整備が完了しているため、堆肥
の有効活用のため、遊休化した農地での飼料米の作付けを推進し、
耕畜連携による循環型農業の確立を図っていく。

　　未舗装農道の維持管理については、受益者が砕石などで穴
埋め処理等を行っている。しかし農作業の機械化に伴う大型車
両の出入り等によって維持管理の頻度は増大する一方のため、
その対応に苦慮している状況である。そこで市では、国庫補助事
業の対象にならない小延長の農道について、低予算で効果をえ
るために地権者から道路敷の無償提供の承諾を得て農道簡易
舗装を実施し、維持管理の軽減と農作業の効率化、農作物の運
搬時の荷傷みの防止を図る。
　また、家畜伝染病の予防については、自衛防疫の推進のた
め、青森県畜産協会と連携の上、予防接種の実施に取組んだ。
人参洗浄選別施設については、防衛省の民生安定事業を活用
し、おいらせ農協を事業主体として、機能強化を目的とした施設
整備により、生産出荷体制の強化を図る。

　現在、複数の町内会から簡易舗装の要望がある中、市単独費用で
対応しなければならないため、各年の施工範囲が限られてくる。従っ
て優先度を適切に定めながら、又、町内会及び地権者の承諾を得な
がら計画を進めていく。
　また、家畜防疫については、自衛防疫実施のほか、畜舎における防
疫体制の構築のため、各農家に対する指導を実施していく。。
　人参洗浄選別施設については、平成２３年度～平成２４年度の２ヶ
年にわたる施設建設の工事費に対し、補助金を助成する。

　農家が兼業化、高齢化、離農化傾向にあることから、担い手を
中心とした農地の利用集積により、農業生産の効率化やコスト
の削減、生産性の向上につながっている。当市北部の水田につ
いては、湿田などにより遊休化しており、米以外の作物が困難な
ことから、飼料米や低アミロース米等の栽培による自給率の向
上、不耕作地の解消や、新たな特産物として普及・定着を図り、
農業所得の向上につながるものと考える。
　畜産については、草地畜産基盤総合対策事業による牧草地の
整備や労働コスト低減を目指した牛舎整備等に取る組むととも
に、各種助成事業を展開しながら、優良肉用雌牛の導入を実施
し、肉用牛の資質向上による生産性の高い畜産経営の推進も実
施した。

　市内には、過去の減反政策による遊休化した農地が多数存在して
いるため、当該遊休農地の解消はもとより、飼料米の作付や耕畜連
携による飼料作物の増産と、輸入飼料に頼らない畜産業への転換等
を実施し、輸送コストを抑えた地域循環型農業の推進を図っていく。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

４８ ４３２ 経済部 3 資源回復のための生産基盤整備 順調に進んでいる

４９ ４３３ 経済部 6 水産業の拠点整備 順調に進んでいる

５０ ４３４ 経済部 4 販路・流通の拡大 順調に進んでいる

５１ ４４１ 経済部 3 商業・サービス業の高度化 おおむね進んでいる

５２ ４５１ 経済部 10 観光PRの推進 おおむね進んでいる

　「三沢産の水産物の知名度が高まり、消費の拡大によって、魚
食が普及している」という目指す姿に向かって、２件の事務事業
を展開している。毎年実施しているみさわ港まつりやホッキまつ
りでは、市内外から数多くの方々が来場し、三沢産をはじめ県内
の海産物をPR・販売し好評を得ている。今後は、一過性のイベン
トのみではなく、直売所など市民がいつでも三沢産海産物を購入
できる販売体制や商品の開発が重要となる。

　直売施設等の販売体制を確立するため、海産物の安定した供給体
制や消費者ニーズに合わせた商品の販売方法、更には運営母体の
組織づくりが必要であり、そのためには、漁協や仲買人等関係機関と
販売体制の確立を図っていく。

経営指導や各種の商工振興事業は、やるきのある商工事業者
を育成し、魅力ある商店街形成のためのイベント実施と併せて、
将来に向けた商工業の発展に寄与していくものと思われる。

商工振興費については、中心商店街活性化対策に重点をおき、商店
街との意思疎通を図りながら、魅力ある商店街づくりを進める。また、
各種イベントにおいては、既存イベントに新たな戦略を盛り込むなど、
長期的視点にたった事業を模索・試行するとともに、販売力強化のた
めの経営指導、経営支援を強化させる。

現在、観光客のニーズ及び行動範囲は、広域的なものが多い。
このような観点で、広域的な連携を図り、観光客のニーズにあっ
た観光商品開発（ルートづくり）を行い、情報発信も広域的に行う
ことで、効率的で効果的なＰＲに努め、一定の効果を上げてき
た。
また、食べ歩き、街歩きのようなご当地色の強いものが好まれる
ようになっていることから、三沢市公式観光ガイドブック「来て！
みさわ」を毎年リニューアルし、また、おみやげガイド「味て！みさ
わ」を新たに発行し、これを活用することでＰＲを推進している。

これまで以上にＰＲ効果を上げるため、観光資源の開発、掘起しを行
うとともに、これをテレビや雑誌などのメディアを通じ、また、観光大使
を活用し、差別化、ブランド化などを図る取組みを実施していく。また、
興味のある方にＰＲできるような取組みを実施していく。

　「稚魚・稚貝の放流により水産資源が豊富になり、定着資源と
組み合わせた複数の漁業種類を営むことができ、漁獲量が増加
している」という目指す姿に向かって、３件の事務事業を展開して
いる。東部海区沿岸漁業振興協議会における魚礁の効果調査
により、魚類のい集状況や網掛かりの箇所等の把握を実施し適
正な漁場管理に努めているほか、23年度から24年度にかけ魚礁
情報管理システムを導入し効率的管理を図っている。
　また、県や漁協等、関連団体と連携し、県事業により人工礁や
大型魚礁の設置やマコガレイやヒラメ等の漁獲規制の適正な履
行を推し進めるなど資源管理型漁業の推進を図っている。

　資源管理型漁業を引続き推進していくほか、漁獲した魚類を付加価
値をつけ高値で販売し安定的価格を維持できるよう、漁協への販売促
進事業やブランド化に対する支援、更には県食品研究センターや民間
の食品加工会社と連携し、消費者が購入したいと思う商品の開発と販
売方法の確立を図っていく。

　「安全で円滑な漁業活動ができる漁港に整備され、衛生管理に
よる高品質な水産物の出荷により、販売価格が上がっている」と
いう目指す姿に向かって６件の事務事業を展開している。しかし
ながら、東日本大震災により漁港施設や機能施設のほとんどが
被災したため、23年度は製氷貯氷施設や海水取水設備の復旧
工事を行い、安定した量の氷や海水を漁業関係者に供給できる
ようになった。また、23年度における漁港施設の復旧や、24年度
からは継続し漁港施設の拡張整備を進めている。

　漁協が主体となり、ヒラメの畜養試験を実施していたが、震災により
生け簀が流出したことにより畜養試験を取りやめているところである。
今後は、ヒラメのブランド化や品質管理のため「神経抜き販売」の確立
など、販売・出荷体制など改良を加え手段の最適化を求め継続して実
施していくことが必要となる。更には、水揚げされた魚介類の地元ブラ
ンドの確立や販売体制の確立のほか、消費者の食の安全のため、魚
市場における高度衛生対策が重要となってくる。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

５３ ４５２ 経済部 5 おもてなしの充実 おおむね進んでいる

５４ ４５３ 経済部 12 観光資源の活用 おおむね進んでいる

５５ ５１１ 政策財政部 13 高速交通網の充実 あまり進んでいない

５６ ５１２ 政策財政部 5 地域公共交通の再生 おおむね進んでいる

５７ ５２１ 建設部 24 市街地環境の整備 順調に進んでいる

１．現在、整備を要望している広域幹線道路については、概ね順
調に進捗している。２．経済情勢の悪化による交流人口の低下、
人口減少や自家用自動車の普及等による公共交通機関の利用
者離れにより、鉄道の利用者数は年々減少傾向にあることか
ら、各種協議会を通じて利用促進活動に取組んでいるものの、
依然として利用者数は減少しており、より効果的な利用促進が
図られるよう、地域一体となった取組みが求められている。３．三
沢空港の発着便数については、22年10月より三沢・大阪便が運
休となり、空港の利便性が低下しており、また、実施した利用促
進活動については直接的な利用者数の増加には至らなかった
が、経済情勢の変化等により三沢・東京便の利用者数が対前年
で大幅に増加している。４．三沢駅におけるバスとの接続性の改
善を図ったが、三沢空港における二次交通については充分な検
討がされておらず、広域での協議・検討が必要である。

１．現在、整備を要望している広域幹線道路については、概ね順調に
進捗している。２．経済情勢の悪化による交流人口の低下、人口減少
や自家用自動車の普及等による公共交通機関の利用者離れにより、
鉄道の利用者数は年々減少傾向にあることから、各種協議会を通じ
て利用促進活動に取組んでいるものの、依然として利用者数は減少
しており、より効果的な利用促進が図られるよう、地域一体となった取
組みが求められている。３．三沢空港の発着便数については、22年10
月より三沢・大阪便が運休となり、空港の利便性が低下しており、ま
た、実施した利用促進活動については直接的な利用者数の増加には
至らなかったが、経済情勢の変化等により三沢・東京便の利用者数が
対前年で大幅に増加している。４．三沢駅におけるバスとの接続性の
改善を図ったが、三沢空港における二次交通については充分な検討
がされておらず、広域での協議・検討が必要である。

市立三沢病院の移転や青い森鉄道三沢駅の開業など、都市環
境の変化に対応した三沢市のまちづくりを支える効率的かつ効
果的な地域公共交通の活性化や再生の取り組みが課題となっ
ている中で、２１年度に策定した「三沢市地域公共交通総合連携
計画」に基づき、従来の１００円バスと路線バスを一体的に見直
し、平成２２年１１月から三沢市の新しいコミュニティバスとしての
実証運行を開始した。平成２４年４月からの本格運行に伴い、さ
らなる利用促進を図るとともに持続可能な地域公共交通体系の
構築が必要である。

平成２２年度から２４年度までを計画期間とする「三沢市地域公共交
通総合連携計画」に基づき、バス路線網の再編と新しいコミュニティバ
スの実証運行から本格運行に向けた効率的でわかりやすく利用しや
すい地域公共交通サービスの構築を図るとともに利用環境の整備や
地域住民への意識啓発等によるモビリティ・マネジメントの推進に引き
続き取り組む。

市街地環境の整備では、国土利用法や青森県景観条例の事務
を行うほか、新病院周辺の都市基盤整備や既都市公園の施設
の改修などが行われ、安全で快適な都市空間の整備が図られ
た。

　人口減少、超高齢社会の到来、地球環境問題への対応など、今日
の都市を巡る諸課題について検討しつつ、居住空間の整備や都市景
観を形成し、安全で快適なまちづくりを進める。

平成２１年度からおもてなし大学を立ち上げ、２年間実施してき
た。この主な参加者は、観光業者及び観光施設等に携わる者が
大部分であった。
これらの関係者を中心に三沢市の歴史、文化、観光資源などの
知識とおもてなしの心をより深めていくことは効果が高いと考え
るが、どのような状態にしたいとの目指すべき状況がはっきりし
なかったことから、平成２３年度は、それを検討した。

平成２４年度からは、これまでの状況を踏まえ、三沢市版の「おもてな
しをするためのマニュアル」を作成し、これに基づく研修を実施、継続
する中で、多くの方々におもてなしの心を浸透させるとともに、受入態
勢の構築を図っていきたいと考えている。
また、受入態勢の一つとして、観光案内所も平成２４年度から試験的
に設置している。

観光施設の管理運営は、通常の管理以外に指定管理者の自主
事業なども実施され、利用者の利便性向上なども、ある程度は
図られているが、これら施設の連携や三沢市全体の観光という
点では、いろいろな施策を講じる必要がある。
近年需要の高いご当地グルメについては、三沢ほっき丼、チー
ズロール以外にもエアフォースバーガーやパイカ料理などが根
付いてきているが、特産品については、ごぼう、にんにくなど、他
に誇る農産物を活用した加工品（ごぼう茶、黒にんにくなど）がい
くつか売り出されているものの、まだまだ不十分である。
２次交通も、観光バス以外に、観光タクシー、貸自転車など新た
な選択肢も出てきたが、それほど効果を上げるものとはなってい
ない。

近年観光客にとって需要が高い、食べ歩き、街歩きの施策として、ま
た、三沢の異国情緒という魅力を最大限に発揮できる観光施策とし
て、アメリカンバーを３軒気軽に回ることができるアメリカンバーツアー
チケットを平成２４年１０月から発売する予定となっている。また、これ
を起爆剤としながら、三沢市全体の観光施策をコーディネートするとと
もに、小川原湖の夕日などの観光資源の開発、掘り起し、ご当地グル
メの推進、並びに特産品の販売促進及び新たな創出などを図ってい
きたい。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

５８ ５２２ 上下水道部 2 農村集落の環境整備 おおむね進んでいる

５９ ５２３ 建　設　部 30 道路の整備 順調に進んでいる

６０ ５２４ 上下水道部 2 上水道の整備 順調に進んでいる

６１ ５２５ 上下水道部 4 下水道の整備 順調に進んでいる

６２ ５３１ 政策財政部 7 CATVの活用 順調に進んでいる

６３ ５３２ 政策財政部 11 情報発信の推進 おおむね進んでいる

　公共下水道普及率は平成23年度末現在56.7％で全国平均より
約20％程遅れているのが現状であります。また、雨水整備につ
いては浸水被害の恐れが顕著な地域及びインフラ整備が遅れて
いる地域を重点において整備しているところであります。

　現在実施している事業については経費縮減に努めながら継続し、今
後は汚水処理施設の長寿命化計画を考慮しながら地域の実情に応じ
た整備で未普及地域の早急かつ効率的な下水道整備を図る。

　テレビ共同受信施設はひととおり整備され運用も順調であり、
自主放送のデジタル化への対応も２４年度中に完了する予定で
ある。
　ただし、「目指す姿」で掲げた「家庭に居ながら各種行政サービ
スの利用が可能となっている」については、市ウェブサイトで各種
手続きの仕方を知ることができる程度にとどまっており、例えば
「メールで申請」などのサービスは、実現の見通しが立っていな
い。

　電波受信障害を解消するための共同受信施設の整備から発展した
当市のケーブルテレビは、現在約９０％の世帯が引き込んでNHKをは
じめ民放各局およびマックテレビ視聴に利用していることから、放送の
デジタル化により受信障害がほとんどなくなったとしても、なお当面は
市によるCATV事業の継続が必要と思われる。
　専門知識を要する放送機器の管理運営や、番組制作、有料放送・イ
ンターネットサービスなど、CATV事業には、市役所が行うより民間企
業による実施がふさわしい業務が多いため、民間企業への業務移行
を進めるべきと考えている。
　インターネットを介した市役所各種行政サービスは、当面進展の見
込みがないため、総合振興計画後期計画の「目指す姿」からは、「家
庭に居ながら各種行政サービスの利用が可能」については盛り込まな
いこととしたい。

当該施策は、行政情報の提供や地域情報の共有化、市民サー
ビスの向上などを目指している。情報通信などの基盤整備につ
いては、民間も含め、徐々に普及が図られてきている。当市で
は、インターネットの普及状況を勘案し、Ｈ２１に内部統制システ
ムの導入、Ｈ２２年度にはホームページのリニューアル及びシス
テム変更を実施することとした。また、既に導入しているシステム
の利活用、更新などを図るとともに、電子アーカイブ化、文書管
理システムの導入についても、現在、国が公文書管理法に基づ
く運用を徐々に進めていることから、それを参考に、当市に適し
た文書管理体制を検討しているところである。また、民間の算入
状況も含め、三沢市が算入すべき範囲を検討している。

Ｈ２２にホームページのリニューアル及びシステム変更を行うことで、
これまでに比べ簡易に情報を掲載できるようになるため、これを活用
し、情報提供の充実を図る。電子アーカイブ化、文書管理システムの
導入についても、現在、国が公文書管理法に基づき運用を進めている
ので、その内容を参考に当市に適した文書管理の体制を整え、これに
応じて当該システム等の導入についても必要性を検討していく。
また、施策の目的が行政情報の提供や地域情報の共有化を図るこ
と、また行政サービスの充実を図ることなので、今後導入を検討して
いるシステムについては、必ずしも導入ありきではなく、民間の算入状
況も勘案し、これら目的達成のために必要な方策を総括的にその必
要性を検討していく。

　平成23年度末現在の水洗化率は65.7％であり、その内訳は平
成14年4月に供用開始した７集落の西部地区（根井～八幡）が
80.4％、平成20年4月に供用開始した６集落の東部地区（新森～
淋代）が61.4％となっており、東部地区の水洗化率が低い事から
戸別訪問を実施し水洗化率向上に努めております。その際、未
接続の理由調査も行っており、接続できない理由として経済的理
由と高齢者一人の単身世帯が多い事が未接続の理由でありま
す。このことから接続費の経費削減等の経済的措置が重要と
なっている。

　平成25年度から南部地区農業集落排水が供用開始となることから
説明会などにより加入促進を図っていく。また、西部地区及び東部地
区についても戸別訪問を継続しながら、町内会と連携し複数接続者の
取りまとめによる経費削減等の対応を模索しながら加入率向上を図
る。

　幹線道路の整備については、防衛省８条事業などの採択を受
け、計画的に事業の進捗が図られている。
　生活道路の整備については、防衛省の９条事業、市単独費な
どにより、緊急性や地域バランスなどを考慮して各種事業を進め
ている。特に東岡三沢地区の整備について、１路線を防衛省の９
条事業、残り２路線は平成２５年度より同省の８条事業により整
備を行うこととし、事業の進捗を図ることとなった。
　また、徐々に道路の老朽化が進行し、維持補修に係る必要経
費が増大を続けている。

　幹線道路の整備については防衛省の８条事業などにより計画的に
事業を進めていくものとする。
　生活道路の整備については、私道及び行止り道路等の舗装化を求
める声が多く寄せられており、防塵処理工法等を試験的に実施する。
また、通学路の安全確保についても実情に応じた対応を求められてお
り、関係機関とともに順次対策を検討することとしている。
　東岡三沢地区については、補助事業対象の３路線以外の整備にも
多大な経費を要するため、長期的な財源の確保が必要となる。

　本市の水道事業は,人口の増加などに伴う水需要に対応する
ため、順次拡張事業を続け現在に至っています。しかし、その一
方で施設の老朽化が進み、特に第一配水場および石綿管で布
設された導配水管はその機能が低下してきていることから、ライ
フラインである飲用水を安定的に提供するため、水道施設の更
新を順次行う必要がある。

　災害に強い水道施設を目指し、安全な飲料水を安定的に供給できる
ように努めます。このためには、施設の管理体制及び管理技術の継
承を図ります。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

６４ ５４１ 経済部 18 市街地の活性化 おおむね進んでいる

６５ ６１１ 政策財政部 8 地域づくり活動の支援 順調に進んでいる

６６ ６１２ 政策財政部 4 協働の仕組みづくり 順調に進んでいる

６７ ６１３ 政策財政部 3 男女共同参画の推進 順調に進んでいる

６８ ６２１ 総務部 4 組織体制の見直し おおむね進んでいる

平成１７年度から２２年度まで実施してきた集中改革プランに基
づく定員適正化などにより、職員数の削減や組織のスリム化が
図られてきた。また、平成２２年２月に策定した定員管理計画で
その方向性を堅持し、さらなる定員適正化を進め、組織体制の
見直しや人材育成に努める中で、効率的な行政運営の確立を
図っているところである。しかしながら、病院部門については医業
収益確保のため、定員管理計画による定員適正化から除き、必
要な人員の確保に努めているところである。

平成２２年２月に策定した「三沢市定員管理計画」に基づき、５年間で
職員（病院を除く）３％削減に努めてきたが、今後、権限委譲により、
各部署の業務の増加が見込まれることから、定員管理計画の改訂も
視野に入れながら、住民にわかりやすく効率的な行政運営が図られる
よう組織体制の見直しを進めていく。また、職員の人材育成に関して
は、今後においても、自治大学校や市町村職員研修所等への外部研
修、職員相互研修及びｅ－ラーニング等の内部研修のほか、国、県等
への職員の派遣及び人事交流を推進し、国や県の動向、経験を体験
させ、職員の更なるスキルアップを図っていきたい。

　23年度では、ＮＰＯ活動フォーラムとして7月9日下北あおぞら
組の島康子氏を講師に招き「地域づくりを楽しもう」として講演を
していただき、ボランテイア活動に対しての理解を深めるととも
に、地域活動への促進を図ったが住民意識の向上のためには、
更なる啓発活動が必要と思われる。
　協働のまちづくり市民提案事業では、今年度9件の申請があり
審査会において8件が採択された。

　24年度では、ＮＰＯ活動推進講演会として11月29日NPO法人グリー
ンエネルギー青森の三上亨氏を講師に招き「NPOの課題解決」として
講演をしていただき、現在活動しているNPO法人や市民活動団体に
運営上の課題を解決し、活動の継続性を図る。今後も市民活動や
NPOについて市民に理解していただくため、今後も引き続きフォーラム
や講演会を実施する。
　協働のまちづくり市民提案事業では、12件の申請があり審査会にお
いて11件が採択された。今後、各団体が提案した事業活動について
検証し、各団体と意見交換しながら、市民自らが行う活動を支援する
ことは各団体の自立のためには必要なことであるため今後も引き続き
事業を実施する。

 23年度は10月と1月に、協働のまちづくりの基本的な考え方や
手法を学ぶ職員研修を開催した。4月には市民と行政による「協
働のまちづくり推進懇話会（委員13名）」を立ち上げ、24年3月に
は市民活動やボランテイアをする方々の情報発信や交流の場と
しての拠点施設（市民活動サポートセンターみさわ）をオープンし
市民の方々や各団体に利用していただいている。

　24年度は、主事・主査級の職員に対して協働のまちづくり職員研修
会を11月中に2回、実施する予定だが、今後も継続的に職員への周知
を兼ねた協働のまちづくり研修会を開催する予定。協働のまちづくり
推進懇話会や利用者と共に市民活動ネットワークセンターみさわの運
営について今後も検討を重ねる。

第２次みさわハーモニープランの策定に向けて、２３年度には１２
名による市民ワーキンググループを５月に設置し、検討会を７回
開催、平成２２年度から設置されている市職員で構成されている
ハーモニープラン検討会と合わせて協議が行われ、１１月に市長
へ提言書を提出し、３月に策定が完了した。４月には市民への周
知活動として、ダイジェスト版を毎戸配布した。
また、女性によるまちづくり参画とネットワークづくりを目的に、女
性まちづくり講座として「まち・きらきらセミナー」の第３弾を７月か
ら１月まで全６回の日程で開催し、三沢市の特産品を使用した郷
土料理の講習会を行い、オリジナル料理を創作しレシピを作成し
た。

男女共同参画を推進するためには、男女を問わず意識改革しなけれ
ばならないため、今後は女性の人材育成とネットワークづくり事業と男
性の意識啓発事業を統合した形で進めていく。

　中心市街地の集客拠点施設であるSky Plaza MISAWA（旧MG
Plaza)については、市や商工会をはじめとする関係団体の協力
により、経営状況は大幅に改善された。
　今後においては、拠点施設の一層の魅力向上を図ることはも
ちろんだが、拠点施設のみならず中心市街地全体に活性化の効
果を波及させる取り組みが不可欠である。

　喫緊の課題であったSky Plaza MISAWAの経営改善については、ま
だ道半ばではあるものの、良い方向に進んでいるものと考えられる。
今後においては拠点施設のみならず中心市街地全体の活性化を図る
ことが必要である。
　中心市街地活性化基本計画に記載しているものの、未実施となって
いる事業が複数あることから、それらの事業実施を図りつつ、より効果
的と考えられる事業を企画・実施していくことが必要である。
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No. 施策番号 主管部局名
施策を構成す
る事務事業数

施策名称 進捗状況

平成２４年度　施策評価一覧表

施策についての分析 今後の取組方針

６９ ６２２ 政策財政部 7 財政基盤の確立 おおむね進んでいる

７０ ６２３ 政策財政部 7 財政運営の効率化 順調に進んでいる

７１ ６２４ 政策財政部 5 行政経営システムの確立 おおむね進んでいる

７２ ６２５ 総務部 3 情報の活用と保護 順調に進んでいる

７３ ６２６ 政策財政部 2 広域行政の推進 あまり進んでいない

　三沢市総合振興計画の着実な推進を目指し、平成21年４月か
ら行政経営推進プランを策定し実施している。同プランに基づ
き、行政経営会議等を設置し、新しい行政評価や財務諸表など
の運用を図っているが、これはトップマネジメント及びPDCAサイ
クルを確立するためである。新しい行政評価システムは事務事
業・施策・政策評価からなり、平成21年度からスタート。外部評価
も実施しその評価結果は平成22年度以降の予算等に反映させ
ており、平成20年度決算に基づく財務書類4表を作成、公表し
た。なお、行政経営推進プランは平成22年度からスタートした「行
財政改革大綱」の３つの柱の一つとして位置付けている。さら
に、三沢市総合振興計画後期計画策定に向け、23年度には市
民アンケート調査やワークショップを実施した。

　行政経営という視点に立ち、マネジメントサイクルの確立や持続可能
な行政運営の推進を図るとともに、市民参加・地域協働型のまちづくり
を進め、総合振興計画な着実な推進を図るための評価や見直しを継
続的に進めていく。そのために、行政経営推進プラン及び実施計画に
基づき、予算編成及び関係書類の公表、行政評価等を着実に推進し
ていく。
　なお、平成24年度は振興計画の最終年であることから、政策評価を
実施するとともに、計画全体の総括及び後期計画策定に向けた推
進、行政経営推進プランに関する検討などを進めて後期計画スタート
の準備を進めていく。

三沢市情報公開条例、個人情報保護条例については、ホーム
ページを利用して広く市民等に制度の周知を行っている。
また、開示請求に対しては、高い開示率を示しており平成２３年
度において不服申し立ては0件であった。
さらに、弘前市民オンブズマンの情報公開に関する評価では、当
市は概ね良好な評価を受けており施策の目指す姿である「情報
の適正な運用に努め、公正で信頼のある市政の実現」を着実に
推進しているところである。

今後においても継続して情報公開・個人情報保護についての周知は、
ホームページなどを活用して行っていく。
また、職員間でこれらの制度に対する取扱いと認識に差が生じないよ
う新採用職員には研修を行い、全職員には引き続き制度周知を行う。
さらに社会情勢の変化等により制度の見直しが図られる際は、条例改
正などを迅速かつ適正に実施し、全職員への説明会等を行い周知を
徹底する。

１．広域で取り組むべき地域の課題について、各種協議会を通じ
て関係市町村と連携し要望活動などを行っており、今後も効率的
かつ効果的に実施して行く必要がある。
２．定住自立圏構想については、十和田市及び三沢市の２市が
共同して「複眼型」で推進することとし、去る平成２４年３月２９日
に共同中心市宣言を行い、平成２４年度を定住自立圏形成の年
と位置付け、取り組みを進めているところである。さらには、これ
までの上十三地域広域市町村圏の構成市町村に加え、秋田県
小坂町及び上北郡おいらせ町も参加した２市７町１村により構成
される定住自立圏となり、「複眼型」「県境型」「圏域重複型」の３
種類を兼ねる定住自立圏は、全国では初の事例である。

１．上十三地域及び北奥羽圏域など、広域で取り組むべき地域の課
題について、関係市町村で情報を共有するとともに、広域の各協議会
の事業実施に当たっては、効率的かつ効果的な実施を図る。
２．定住自立圏構想に関する今後の進め方については、共生ビジョン
懇談会を２～３回開催し、担当課長会議及びＷＧを中心とした共生ビ
ジョン作成作業を進めながら共生ビジョン策定に取り組む。
　平成２５年度以降は毎年度取り組み検証を図る。

　三位一体の改革による地方交付税の大幅な削減や国・県にお
ける補助金・交付金の見直し等により、基金残高の減少を余儀
なくされ厳しい財政運営を強いられてきたところであるが、地方
交付税については平成２０年度より増加に転じ、事務事業の見
直しや国・県補助金等の効果的な活用により、基金残高につい
ても平成１８年度から増加に転じることができている。
　しかしながら、毎年作成している財政運営計画において向こう
５年間の財政状況を推測すると、平成２６年度以降において新規
大型事業が控えていることから、基金の残高も減少する見込み
である。

　現時点での基金残高は目標数値を大幅に上回っているものの、現
状の経済情勢を考慮すると必ずしも多すぎるとはいえない。今後、基
金を有効に活用しながら持続可能な財政運営を推進していくために
は、予算編成において国・県の諸制度の効果的な活用を図り、行政改
革による歳出の厳しい見直しは継続しつつ、さらに自主財源の大宗を
なす市税の歳入確保や売却可能な市有財産の処分等によって、市勢
発展に不可欠な事業予算の確保に努めるものとする。

　効率的で効果的な財政制度を確立し、持続可能な財政運営を
推進するために、予算編成を通じて施設の統廃合及び計画的な
維持補修の検討を促し、指定管理者制度の適正な運用や制度
の見直しを実施した。さらに年２回の財政運営計画の策定に伴
い優先度を踏まえた計画への登載を実施することができている。
　これにより、新規事業に係る優先度に応じた計画的な財政運
営が図られている。

　現時点での財源不足はないが、持続可能な財政運営を維持していく
ためには、引き続き、確実な一般財源等の確保に努めながら、年２回
の財政運営計画の策定による計画的な財政運営を図る必要がある。
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